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平成２３年度当初予算要求について 

 

 本県の経済情勢については、一部の企業、業種に持ち直しの動きが見られるも

のの、地場産業を中心に多くの中小企業は引き続き厳しい状況にあります。 

 また、雇用情勢についても、８月の有効求人倍率が０．８４倍と依然として 

1 倍を下回る状況にあり、雇用の悪化に伴う個人消費の低迷や円高の進行など先

行きへの懸念が強まっています。 

 こうした中、県内景気の着実な回復により、経済を活性化させ、雇用不安を解

消するとともに、税収増による財政の健全化を図ることが喫緊の課題であり、引

き続き平成２３年度当初予算においても、機動的かつ効果的な経済・雇用対策を

実施します。 

 一方、現下の厳しい財政状況においても、現在策定中の県の将来ビジョンを踏

まえた新たな施策や未来を託す子どもの教育、健康長寿を支える福祉・医療の充

実、日本一の子育てサービス、高速交通体系のインフラ整備など、県の中長期的

発展に重要な分野には引続き積極的に投資していく必要があります。  
 こうしたことから、平成２３年度当初予算の編成に当たっては、県内景気のさ

らなる回復に向け、引き続き全力で取り組むとともに、「新行財政改革実行プラン」

さらには、現在策定中の新たな行財政改革プランの検討内容も考慮しながら、無

駄の排除、歳出全般の見直しの徹底など、さらにスリムな行財政体制の構築を目

指します。 

 平成２３年度は、年度当初に統一地方選が行われる予定であるため、政策的な

経費については、年度当初から県民生活にとって必要な施策、事業を除いて、選

挙後の補正予算に盛り込むことになります。 

各部局においては、こうした状況を踏まえつつ、別紙の「平成２３年度当初予

算編成方針」および「同要求要領」により要求するよう通知します。 

なお、要求に当たり、補助金等の一括交付金化など、来年度予算に関する国か

らの情報収集に努め、的確に対応するとともに、今後の国の動向等によっては、

予算編成方針等を弾力的に運用することもありうるので留意するよう申し添えま

す。 
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平成２３年度当初予算編成方針 

 
１ 統一地方選挙を控えたいわゆる「骨格予算」の編成 

  年度当初に統一地方選挙が行われる予定であるため、原則として、年度当初

から県民生活に必要・不可欠な施策等に限り計上することとし、政策的な主要・

新規事業は、選挙後の６月補正予算において計上することとします。  
 

２ 県内景気情勢への的確な対応 

 現下の厳しい経済・雇用情勢の中、一部に持ち直しの動きが見られる県内

景気をより確実に回復軌道に乗せるとともに、最近の円高の進行に的確に対

応するため、機動的かつ効果的な経済・雇用対策を実施します。 

 

３ 行財政改革の一層の推進 

  本県の財政状況については、景気の悪化に伴う県税収入の減少などにより、 
基金残高の減少や県債残高の増嵩など、財政指標は悪化傾向にあります。  
 また、今後予想される公債費、社会保障関係経費の伸びや大規模プロジェ

クト等に対応していくためにも、将来に向けて財政の健全性が維持可能な行

財政基盤の確立が急務であります。 

 このため、職員数の削減や給与水準の適正化、事務事業の徹底した見直し、

歳入確保の強化など、「新行財政改革実行プラン」はもとより、現在策定中

の新たな行財政改革プランの検討内容も踏まえ、徹底した行財政改革を

実行していきます。 

 

４ 国の予算編成への的確な対応 

  国の２３年度予算については、政権交代後初の本格的な予算編成であり、省

庁を越えた予算配分組み替えの方針が示されるとともに、ひも付き補助金の一

括交付金化など、現行の補助金、交付金等の改革が見込まれています。  

このため、本県予算編成においても、こうした国の動きに対し積極的な情報

収集を行い、的確かつ効果的な対応を図ることが必要です。 

  また、国の補正予算を含め、新たな経済・雇用対策にも機動的に対応してい

きます。 

 

５ 市町との連携 

  市町への事務移譲をはじめ、事業連携や役割分担の明確化をさらに進め、事

業の効率化の促進を図ります。 

また、市町への補助事業については、市町の状況や要望等を踏まえながら的

確に対応するとともに、事業の新設・廃止等について、十分な情報提供を行っ

ていきます。 
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  なお、組織および定員管理については、平成２２年１０月７日付け人企第５

０６号「平成２３年度組織および定員管理について」により実施するとともに、

新規行政需要については、職員の再配分により対処することとします。 


